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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注) １ 売上高には、税込処理を採用している子会社を除き消費税等は含まれておりません。 

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４（６）参照） 

２ 当社は第７期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第６期は潜在株式が存在していないため、

第７期中は新株予約権の残高がありますが、当社は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、第８

期中は中間純損失を計上しているため、記載しておりません。 

４ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

５ 純資産額の算定にあたり、第７期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
８月31日 

売上高 （千円） － 2,345,118 3,656,961 4,127,785 5,452,963 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） － 66,451 △18,828 100,070 253,691 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△） 
（千円） － 96,557 △296,776 38,899 185,514 

純資産額 （千円） － 508,324 669,396 396,135 1,040,704 

総資産額 （千円） － 2,113,803 2,735,504 1,889,568 2,765,572 

１株当たり純資産額 （円） － 39,712.85 46,810.98 30,948.07 67,948.24 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額(△) 

（円） － 7,543.58 △20,753.57 3,039.01 14,447.03 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － 14,405.52 

自己資本比率 （％） － 24.0 24.5 21.0 35.1 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △42,936 △366,738 △119,147 36,532 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △251,218 △114,511 △169,045 △184,845 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 75,004 258,037 734,195 356,191 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） － 395,954 599,771 615,105 822,984 

従業員数 （人） 
－ 

〔 －〕

1,218 

〔 30〕

1,690 

〔 41〕

1,042 

〔 16〕

1,580 

〔  35〕
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第７期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第６期は潜在株式が存在していないため、

第７期中は新株予約権の残高がありますが、当社は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、第８

期中は中間純損失を計上しているため、記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第７期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
８月31日 

売上高 （千円） － 1,274,069 1,756,247 2,099,503 3,044,735 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） － 26,779 △39,893 41,731 136,685 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△） 
（千円） － 82,212 △310,792 7,375 134,711 

資本金 （千円） － 680,000 869,750 680,000 869,750 

発行済株式総数 （株） － 12,800 14,300 12,800 14,300 

純資産額 （千円） － 631,290 735,193 535,833 1,058,168 

総資産額 （千円） － 2,022,663 2,516,239 1,834,279 2,559,846 

１株当たり純資産額 （円） － 49,319.55 51,412.11 41,861.98 73,997.77 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額(△) 

（円） － 6,422.86 △22,201.97 576.24 10,490.74 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － 10,460.6 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 31.2 29.2 29.2 41.3 

従業員数 （人） － 647 823 533 717 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社については「３ 関係会社の状況」に記載のとおりの異動がありました。 

３【関係会社の状況】 

 （注） 「主要な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注) １ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外他社への出向者を除き、グループ外他社から当社グルー

プへの出向者を含んでおり、また、常用パートを含んでおります。）であります。 

２ 新規事業所開設に伴い、平成18年8月期末から110名の従業員が増加しております。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人数であります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおり、また、常用パ

ートを含んでおります。）であります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合はありませんが、労使間の関係は順調に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

 株式会社ＳＯＲＡ 東京都中央区  30,000 
その他事業 

(人材紹介・派遣)

  

90.0 

平成18年12月に設立。平成

19年3月より営業を開始し、

東京都中央区において人材

紹介・派遣を行っておりま

す。役員の兼任６名。 

  平成19年2月28日現在

事業区分 従業員数(人) 

介護事業 1,685〔41〕   

その他事業 5〔－〕   

合計 1,690〔41〕   

  平成19年2月28日現在

従業員数(人) 823 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国の経済状況は、原油高や金利上昇懸念などの不安定要素がありましたが、企業

収益の回復に伴う設備投資の増加や雇用情勢改善に伴う個人消費の増加など、景気は回復基調でありました。 

 介護業界におきましては、昨年の介護保険法の改定により創設されました、「地域密着型サービス」「介護予防サ

ービス」等の新たな枠組みが順次稼動し始め、当社グループの主力事業である認知症対応型共同生活介護事業（グル

ープホーム）においては人員基準の強化等への対応から管理コストが増大している一部の事業者が事業継続を断念

し、Ｍ＆Ａ等の方法により事業整理を図っているケースも見受けられてきております。 

 このような状況のもと当社グループは、グループホームにつきましては、平成18年10月に神奈川地区で「愛の家グ

ループホーム横浜瀬谷」、愛知地区で「愛の家グループホームとこなめ」及び「愛の家グループホーム常滑社辺」の

計３棟を、平成19年２月に岐阜地区で「愛の家グループホームたるい」を新規開設させたほか、平成18年12月に中国

（岡山）地区で始めて有限会社タートルより営業権を譲受、「愛の家グループホームタートル」を開設いたしまし

た。 

 また、今後懸念される介護の現場における労働力確保の寄与するため、平成18年12月に株式会社ＳＯＲＡを設立

し、当社グループ内外問わず介護スタッフの紹介・派遣をおこなっていきます。 

 この結果、グループホームの運営棟数は77棟となり業容は拡大することとなり、売上高3,656,961千円（前年同期

比55.9％増）、営業損失12,631千円（前年同期営業利益52,104千円）、経常損失18,828千円（前年同期経常利益

66,452千円）、中間純損失296,776千円（前年同期中間純利益96,557千円）となりました。 
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(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は前連結会計年度末より

223,212千円減少し、599,771千円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用された資金は366,738千円（前年同期比754.1％増）となりました。 

 収入の主な内訳は、販売用不動産評価損269,509千円、有料老人ホーム入居時一時金未償却預り金の増加額32,507

千円等であり、支出の主な内訳は、税金等調整前中間純損失289,727千円、棚卸資産の増加額280,253千円、売上債権

の増加額102,128千円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用された資金は114,511千円（前年同期比54.4％減）となりました。 

 これは、少数株主からの子会社株式の取得支出57,000千円、投資有価証券の取得支出35,512千円等によるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は258,037千円（前年同期比244.0％増）となりました。 

 これは、短期借入金の増加308,000千円等によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

     ２ その他事業は前連結会計年度下期より事業を開始しているため、前年同期との比較は行っておりません。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

介護事業 3,510,961 149.7 

その他事業 146,000 － 

合計 3,656,961 155.9 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

埼玉県国民健康保険団体連合会 517,616 22.07 637,664 17.4 
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３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は平成19年2月19日開催の取締役会及び平成19年3月22日開催の連結子会社メディカル・ケア・サービス福岡株

式会社とメディカル・ケア・サービス九州株式会社の株主総会において平成19年5月31日を合併期日として両社を合

併することを決議いたしました。詳細は「重要な後発事象」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

(1）提出会社 

      当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）国内子会社 

 平成19年２月28日現在

 （注）１ 帳簿価額「その他」は工具器具備品、車両及び建設仮勘定であります。 

        ２  ※はテナントとして使用のため、占有面積を記載。 

    ３ 上記設備は事務所を除き、すべて介護事業に係るものであります。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

会社名 事業所名 セグメント 設備の内容
面積 

（㎡） 

帳簿価額 

従業員数

(人) 
差入保証金

(千円) 

建物及び

構築物 

(千円) 

土地 

（千円） 

(面積㎡) 

その他 

（千円） 

合計 

（千円）

メディカル・ケア・

サ－ビス東海㈱ 

愛の家グループ

ホームとこなめ
介護事業 

介護施設

（グループ

ホーム） 

539.42 6,500 － 
－

( －)
－ － 13 

メディカル・ケア・

サ－ビス東海㈱ 

愛の家グループ

ホーム常滑社辺
介護事業 

介護施設

（グループ

ホーム） 

1,192.01 5,000 － 
－

( －)
－ － 22 

メディカル・ケア・

サ－ビス東海㈱ 

愛の家グループ

ホームたるい 
介護事業  

介護施設

（グループ

ホーム） 

540.54  － － 
－

( －)
－ － 13 

メディカル・ケア・

サ－ビス関西㈱ 

愛の家グループ

ホームタートル
介護事業 

介護施設

（グループ

ホーム） 

440.00 － － 
－

( －)
－ － 19 

㈱ＳＯＲＡ － その他事業 事務所 ※21.16 － － 
－

( －)
－ － 2 
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２【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備の新設等 

  ① 提出会社 

 平成19年２月28日現在

 （注）1 上記金額には消費税等が含まれておりません。 

        2  投資予定金額には差入保証金が含まれております。 

事業所名 

（所在地） 
セグメント 設備の内容 

投資予定金額 

資金調 

達方法 

着手及び完了予定年月 

事由 
総額 

（千円） 

既支払額 

（千円） 
着手 完了 

（仮称）愛の家グ

ループホーム岩槻 
 介護事業 賃貸(グループホーム) 7,000 －  自己資金 平成19年２月 平成19年８月 

新設 

(18名) 

（仮称）愛の家グ

ループホーム越谷 
 介護事業 賃貸(グループホーム) 7,000 －  自己資金 平成19年２月 平成19年９月 

新設 

(18名) 

（仮称）愛の家ケ

アセンター狭山 
 介護事業 

賃貸(グループホーム、

認知症デイサービス) 
7,000 － 自己資金 平成19年２月  平成19年６月 

新設 

(30名) 

（仮称）愛の家グ

ループホーム流山 
介護事業 賃貸(グループホーム) 7,000 － 自己資金 平成19年４月 平成19年８月 

新設 

(18名) 

（仮称）愛の家ケ

アセンター西尾久 
介護事業  

賃貸（グループホー

ム、小規模多機能）  
7,000 － 自己資金  平成19年４月  平成19年12月  

新設 

（43名）  

（仮称）愛の家居

宅支援事業所甲府

後屋  

介護事業 賃貸(居宅支援事業所) 1,000 － 自己資金 平成19年２月 平成19年５月  新設 

 合計  － － 36,000 － － － － － 
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     ② 国内子会社 

 平成19年２月28日現在

  （注）1 上記金額には消費税等が含まれておりません。 

        2  投資予定金額には差入保証金が含まれております。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

セグメント 設備の内容 

投資予定金額 

資金調 

達方法 

着手及び完了予定年月 

事由 

   
総額 

（千円） 

既支払額 

（千円） 
着手 完了 

メディカル・

ケア・サービ

ス関西㈱ 

（仮称）愛の家グル

ープホーム奈良香芝 
介護事業 

賃貸(グルー

プホーム) 
7,000 － 自己資金 平成19年１月 平成19年８月

新設 

(18名) 

メディカル・

ケア・サービ

ス新潟㈱ 

愛の家グループホー

ム上越名立 
介護事業 

賃貸(グルー

プホーム) 
7,000 － 自己資金 平成18年９月 平成19年５月

新設 

(18名) 

メディカル・

ケア・サービ

ス新潟㈱ 

（仮称）愛の家グル

ープホーム上越吉川 
介護事業 

賃貸(グルー

プホーム) 
7,000 － 自己資金 未確定 平成20年５月

新設 

(18名) 

メディカル・

ケア・サービ

ス新潟㈱ 

（仮称）愛の家居宅

支援事業所上越石橋 
介護事業 

賃貸(居宅支

援事業所) 
1,000 － 自己資金 平成19年３月 平成19年４月 新設 

 合計 － － － 22,000 － － － － － 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 38,400 

計 38,400 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年２月28日) 

提出日現在発行数 
(株) 

(平成19年５月28日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,300 14,300 
名古屋証券取引所 

（セントレックス） 
（注） 

計 14,300 14,300 ― ― 
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(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成17年8月23日臨時株主総会特別決議） 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 

①新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社または当社グループ会社の取締役、

監査役もしくは従業員の地位を有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合、この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合、相続人がその権利を行使できる。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。 

④その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

 
中間会計期間末現在 
(平成19年２月28日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日) 

新株予約権の数（個） ― ―  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ―  ―  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000 150,000 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月23日から 

平成27年８月22日まで 

平成19年８月23日から 

平成27年８月22日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  150,000円 

資本組入額 75,000円 

発行価格  150,000円 

資本組入額 75,000円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項  ― ―  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 
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(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増減
額（千円） 

資本準備金残高
（千円） 

平成18年9月1日 

～平成19年2月28日 
－ 14,300 － 869,750 － 389,750 
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(5）【大株主の状況】 

  平成19年2月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式総数に対す
る 
所有株式数の割合(％) 

三光ソフラン株式会社 埼玉県さいたま市大宮区大成町1-212-3 8,668 60.61 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3  1,214 8.48 

高橋 誠一 埼玉県さいたま市見沼区 1,080 7.55 

資産管理サービス信託銀行 

株式会社 
東京都中央区晴海1-8-12  287 2.00 

パイン株式会社 埼玉県さいたま市大宮区桜木町4-80-1 200 1.39 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-11 176 1.23 

ＳＢＩホールディングス株式

会社 
東京都港区六本木1-6-1 160 1.11 

エイチエスビーシーバンクピ

ーエルシーアカウントアトラ

ンティスジャパングロースフ

ァンド （常任代理人 香港

上海銀行東京支店） 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK  

（東京都中央区日本橋3-11-1） 
138 0.96 

山中 一範 埼玉県朝霞市 120 0.83 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2-2-2  120 0.83 

計 ― 12,163 85.06 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年2月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,300 14,300 
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 14,300 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,300 ― 

  平成19年2月28日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)における株価を記載しております。 

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最高（円） 284,000 306,000 394,000 410,000 405,000 400,000 

最低（円） 191,000 229,000 305,000 350,000 345,000 305,000 
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３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 （１）新任役員 

    該当事項はありません。 

  

 （２）退任役員 

 （３）役員の異動 

該当事項はありません。 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役 経営企画室長  河 栄治 平成19年３月19日 
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第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

ては、新日本監査法人により中間監査を受けておりますが、当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２

月28日まで）及び当中間会計期間(平成18年９月１日から平成19年２月28日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸

表については、公認会計士髙田直史氏及び公認会計士岡田育大氏により中間監査を受けております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年７月21日提出の有価証券届出書

に添付されたものによっております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金     395,954 599,771   822,984

２．売掛金     649,962     1,043,055     940,926   

３．たな卸資産     17,502 33,057   22,313

４．未収入金     134,921 14,524   －

５．その他     205,162 211,166   195,923

貸倒引当金     △304 △284   △272

流動資産合計     1,403,200 66.4 1,901,290 69.5   2,005,795 72.5

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１   41,150 2.0 45,731 1.7   45,603 1.7

２．無形固定資産     32,222   －   －

（１）のれん     －   53,225   25,327

（２）その他     －     4,336     2,641   

 無形固定資産合計     32,222 1.5 57,562 2.1   27,969 1.0

３．投資その他の資産       

（１）投資有価証券     194,532 156,180   127,022

（２）差入保証金     439,638     566,572     550,933   

（３）その他     3,061 8,166   8,248

投資その他の資産合計     637,231 30.1 730,920 26.7   686,204 24.8

固定資産合計     710,603 33.6 834,214 30.5   759,776 27.5

資産合計     2,113,803 100.0 2,735,504 100.0   2,765,572 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金     17,224     19,985     19,626   

２．短期借入金     500,000 808,000   500,000

３．一年内返済予定の長期借
入金 

    167,302     189,072     172,512   

４．賞与引当金     46,922     59,215     48,601   

５．未払金     236,964 290,443   303,641

６．その他     58,607 78,946   92,004

流動負債合計     1,027,020 48.6   1,445,662 52.9   1,136,384 41.1 

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金     499,370 358,918   413,114

２．退職給付引当金     14,577     24,181     18,151   

３．長期預り金     － 188,857   156,350

４．繰延税金負債     4,338     －     866   

固定負債合計     518,285 24.5 571,956 20.9   588,482 21.3

負債合計     1,545,306 73.1   2,017,619 73.8   1,724,867 62.4 

        

（少数株主持分）                     

少数株主持分     60,172 2.9 － －   － －

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     680,000 32.2   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金     200,000 9.4 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金     △378,075 △17.9 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金     6,399 0.3 － ―   － －

資本合計     508,324 24.0 － －   － －

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    2,113,803 100.0 － －   － － 
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前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金     － －   869,750 31.8   869,750 31.4 

２．資本剰余金   － － 389,750 14.2   389,750 14.1

３．利益剰余金   － － △585,894 △21.4   △289,118 △10.4

株主資本合計     － －   673,605 24.6   970,381 35.1 

Ⅱ 評価・換算差額等     

  その他有価証券評価差額
金 

  － － △4,208 △0.2   1,278 0.0

評価・換算差額等合計   － － △4,208 △0.2   1,278 0.0

Ⅲ 少数株主持分     － －   48,488 1.8   69,044 2.5 

純資産合計   － － 717,885 26.2   1,040,704 37.6

負債純資産合計   － － 2,735,504 100.0   2,765,572 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高               

 １．介護事業売上高   2,345,118     3,510,961   5,263,308   

 ２．その他事業売上高   － 2,345,118 100.0 146,000 3,656,961 100.0 189,654 5,452,963 100.0 

Ⅱ 売上原価                   

  １．介護事業原価   1,988,214     3,086,299 4,400,806 

  ２．その他事業原価   － 1,988,214 84.8 125,198 3,211,498 87.8 170,000 4,570,806 83.8

売上総利益     356,904 15.2 445,463 12.2   882,157 16.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   304,799 13.0   458,094 12.5   616,150 11.3 

営業利益又は 
営業損失（△） 

    52,104 2.2 △12,631 △0.3   266,006 4.9

Ⅳ 営業外収益       

１．受取配当金   － 2,124 － 

２．投資有価証券売却益   25,455 － 25,455 

３．補助金収入   3,864     5,616     14,807     

４．その他   889 30,208 1.3 1,316 9,056 0.2 3,193 43,456 0.8

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   9,524 11,614 20,156 

２．株式上場費用   6,337 － 26,849 

３．繰延消費税償却   －     1,818     －     

４．その他   － 15,861 0.7 1,820 15,253 0.4 8,766 55,772 1.0

経常利益又は 
経常損失（△） 

    66,452 2.8 △18,828 △0.5   253,691 4.7 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※２ 28,450 492 28,190 

２．その他   － 28,450 1.2 27 519 0.0 30,000 58,190 1.1

Ⅶ 特別損失         

１．退職給付費用   11,003 － 11,003 

２．リース解約損   －     1,909     －     

３．投資有価証券評価損   －     － 28,917 

４．販売用不動産評価損 ※３ － 11,003 0.4 269,509 271,418 7.4 － 39,920 0.7 

税金等調整前中間（当
期）純利益又は税金等 
調整前中間純損失（△） 

    83,899 3.6 △289,727 △7.9   271,961 5.0

法人税、住民税及び 
事業税 

  11,650     15,707     37,854     

法人税等調整額   △32,393 △20,743 △0.9 △6,377 9,329 0.2 31,635 69,489 1.3

少数株主利益     8,084 0.4 △2,281 △0.0   16,957 0.3

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△） 

    96,557 4.1 △296,776 △8.1   185,514 3.4
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③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   200,000 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高   200,000 

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △477,020 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間純利益   96,557 

持分法適用除外に伴う
利益剰余金増加高 

  2,387 98,944 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   △378,075 
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中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 

株主資本 
評価・ 

換算差額等 
少数株主 
持分  

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金  

平成18年８月31日 残高（千円） 869,750 389,750 △289,118 970,381 1,278 69,044 1,040,704

連結会計年度中の変動額       

中間純損失（△）   △296,776 △296,776     △296,776

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

  △5,486 △20,556 △26,043

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － △296,776 △296,776 △5,486 △20,556 △322,819

平成19年２月28日 残高（千円） 869,750 389,750 △585,894 673,605 △4,208 48,488 717,885 

 

株主資本 
評価・ 

換算差額等 
  

少数株主  

持分 

  

  
純資産合計  

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金  

平成17年８月31日 残高（千円） 680,000 200,000 △477,020 402,979 △6,844 52,087 448,223

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 189,750 189,750 379,500     379,500

当期純利益   185,514 185,514     185,514

持分法適用会社減少による増加   2,387 2,387     2,387

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

  8,123 16,957 25,080

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

189,750 189,750 187,901 567,401 8,123 16,957 592,481 

平成18年８月31日 残高（千円） 869,750 389,750 △289,118 970,381 1,278 69,044 1,040,704
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益 
又は税金等調整前中間純損失（△） 

  83,899 △289,727 271,961 

減価償却費   3,528 6,657 10,337 

連結調整勘定償却額   4,253 － － 

のれん償却額   － 7,825 8,506 

販売用不動産評価損   － 269,509 － 

貸倒引当金の増減額   188 12 156 

賞与引当金の増減額   △6,312 10,614 △4,634 

退職給付引当金の増加額   14,577 6,029 18,151 

受取利息及び受取配当金   △332 △2,534 △651 

支払利息   9,524 11,614 20,156 

有形固定資産除売却損益   △28,450 △492 △28,190 

投資有価証券評価損   － － 28,917 

投資有価証券売却益   △25,455 － △25,455 

関係会社株式売却益    － － △30,000 

株式交付費    － － 5,743 

株式上場費用   － － 26,849 

売上債権の増減額   △58,449 △102,128 △349,412 

たな卸資産の増減額   △10,606 △280,253 △15,418 

仕入債務の増減額   3,831 9,908 66,439 

未払消費税等の増減額   △1,627 △7,779 7,916 

長期預り金の増減額   － 32,507 156,350 

その他   △3,953 3,248 △87,964 

小計   △15,385 △324,988 79,759 

利息及び配当金の受取額   332 2,534 651 

利息の支払額   △9,726 △11,996 △20,352 

法人税等の支払額   △18,157 △32,288 △23,526 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △42,936 △366,738 36,532 
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前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △132,614 △10,305 △138,234 

有形固定資産の売却による収入   － 4,500 122,988 

無形固定資産の取得による支出   △108 － △108 

投資有価証券の取得による支出   △193,460 △35,512 △193,460 

投資有価証券の売却による収入   162,715 － 222,715 

少数株主からの子会社株式の取得に
よる支出 

  － △57,000 － 

敷金保証金の差入による支出   △87,752 △15,639 △204,631 

その他   － △554 5,884 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △251,218 △114,511 △184,845 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入の純増減額   △200,000 308,000 △200,000 

長期借入れによる収入   300,000 50,000 300,000 

長期借入金返済による支出   △24,996 △87,636 △106,042 

株式発行による収入    － － 379,500 

株式交付に伴う支出   － － △5,743 

株式上場に伴う支出   － △15,326 △11,522 

子会社設立に伴う少数株主払込によ
る収入 

  － 3,000 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   75,004 258,037 356,191 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △219,150 △223,212 207,878 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   615,105 822,984 615,105 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  395,954 599,771 822,984 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  11社 

主要な連結子会社名 

メディカル・ケア・サービス北海

道株式会社 

メディカル・ケア・サービス日崎

株式会社 

メディカル・ケア・サービス東北

株式会社 

メディカル・ケア・サービス新潟

株式会社 

メディカル・ケア・サービス南埼

玉株式会社 

メディカル・ケア・サービス東海

株式会社 

メディカル・ケア・サービス関西

株式会社 

株式会社エム・シー・エス四国 

メディカル・ケア・サービス福岡

株式会社 

メディカル・ケア・サービス九州

株式会社 

株式会社やさしい手エムシーエス 

 メディカル・ケア・サービス宇

佐美株式会社は、平成17年12月を

もってメディカル・ケア・サービ

ス東海株式会社に社名変更してお

ります。 

連結子会社の数  12社 

主要な連結子会社名 

メディカル・ケア・サービス北海

道株式会社 

メディカル・ケア・サービス日崎

株式会社 

メディカル・ケア・サービス東北

株式会社 

メディカル・ケア・サービス新潟

株式会社 

メディカル・ケア・サービス南埼

玉株式会社 

メディカル・ケア・サービス東海

株式会社 

メディカル・ケア・サービス関西

株式会社 

株式会社エム・シー・エス四国 

メディカル・ケア・サービス福岡

株式会社 

メディカル・ケア・サービス九州

株式会社 

株式会社やさしい手エムシーエス 

株式会社ＳＯＲＡ 

 上記のうち、株式会社ＳＯＲＡ

については、当中間連結会計期間

において新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。 

連結子会社の数  11社 

主要な連結子会社名 

メディカル・ケア・サービス北海

道株式会社 

メディカル・ケア・サービス日崎

株式会社 

メディカル・ケア・サービス東北

株式会社 

メディカル・ケア・サービス新潟

株式会社 

メディカル・ケア・サービス南埼

玉株式会社 

メディカル・ケア・サービス東海

株式会社 

メディカル・ケア・サービス関西

株式会社 

株式会社エム・シー・エス四国 

メディカル・ケア・サービス福岡

株式会社 

メディカル・ケア・サービス九州

株式会社 

株式会社やさしい手エムシーエス 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

（１）持分法を適用した関連会社

数 

――― 

（１）持分法を適用した関連会社

数 

――― 

（１）持分法を適用した関連会社

数 0社 

会社等の名称 

  

      従来、持分法適用会社であった

エム・シー・エス武蔵野株式会

社は、所有株式の全てを売却し

関連会社でなくなったため、持

分法の適用範囲から除外してお

ります。 

  （２）持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称 

エム・シー・エス武蔵野株

式会社 

持分法を適用しない理由 

エム・シー・エス武蔵野

株式会社は議決権の50％

を自己の計算において所

有しているものの、取引

の実態から同社における

財務及び事業の方針の決

定に重要な影響を与える

ことができないと判断さ

れるため、持分法の適用

範囲から除外しておりま

す。 

（２）持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称 

   ――― 

（２）持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称 

――― 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

同左 連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

（１）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

（１）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

（１）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  ②たな卸資産 

ａ商品 

最終仕入原価法 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

  ｂ貯蔵品 

最終仕入原価法 

ｂ貯蔵品 

同左 

ｂ貯蔵品 

同左  

      ――― 

  

ｃ販売用不動産 

個別法による原価法  

    ――― 

  

  （２）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

ａ有形固定資産…定率法 

 ただし、建物（附属設備

を除く）は定額法によって

おります。 

（２）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

ａ有形固定資産…同左 

 ただし、建物（附属設備

を除く）は定額法によって

おります。 

（２）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

ａ有形固定資産…同左 

 ただし、建物（附属設備

を除く）は定額法によって

おります。 

   尚、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 尚、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 尚、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  建物 3年～24年

構築物 15年～20年

車両運搬具 2年～ 4年

工具器具備品 3年～20年

建物 3年～24年

構築物 15年～20年

車両運搬具 2年～ 4年

工具器具備品 3年～20年

建物 3年～24年

構築物 15年～20年

車両運搬具 2年～４年

工具器具備品 2年～20年

  ｂ長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

ｂ長期前払費用 

 同左 

ｂ長期前払費用 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

  （３）重要な引当金の計上基準 

ａ貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

（３）重要な引当金の計上基準 

ａ貸倒引当金 

 同左 

（３）重要な引当金の計上基準 

ａ貸倒引当金 

同左 

  ｂ賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当中間

連結会計期間に見合う分を

計上しております。 

ｂ賞与引当金 

 同左 

ｂ賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当連結

会計期間に見合う分を計上

しております。 

  ｃ退職給付引当金 

 当社において、従業員の

退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退

職給付債務（自己都合退職

による期末要支給額の

100％)の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

ｃ退職給付引当金 

 当社において、従業員の

退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（４年）に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理する

こととしております。  

  

ｃ退職給付引当金 

 当社において、従業員の

退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退

職給付債務の見込み額に基

づき計上しております。 

  （追加情報） 

 当社において退職給付債

務等の算定については、従

来簡便法を採用しており支

給要件を満たす者がおりま

せんでしたが、従業員の増

加のため、当中間連結会計

期間から原則法を採用して

おります。この結果、従来

の方法によった場合と比べ

売上原価が2,669千円増加

するとともに、売上総利益

が同額減少し、販売費及び

一般管理費が904千円増加

し、営業利益、経常利益は

それぞれ3,574千円減少し

ております。 

 又、当中間連結会計期間

の期首において退職給付債

務の簡便法と原則法の差額

11,003千円を特別損失に計

上し、税金等調整前中間純

利益が14,577千円減少して

おります。 

  

    

  

（追加情報） 

 当社において退職給付債

務等の算定については、従

来簡便法を採用しており支

給要件を満たす者がおりま

せんでしたが、従業員の増

加のため、当連結会計期間

から原則法を採用しており

ます。この結果、従来の方

法によった場合と比べ売上

原価が5,340千円増加すると

ともに、売上総利益が同額

減少し、販売費及び一般管

理費が1,808千円増加し、営

業利益、経常利益はそれぞ

れ7,148千円減少しておりま

す。 

 又、当連結会計年度の期

首において退職給付債務の

簡便法と原則法の差額

11,003千円を特別損失に計

上し、税金等調整前当期純

利益が18,151千円減少して

おります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

  （４）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

（４）重要なリース取引の処理方

法 

 同左 

（４）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

  （５）重要なヘッジ会計の方法 

ａヘッジ会計の方法 

 当社の利用する金利スワ

ップについては特例処理の

要件を満たしているので、

特例処理を採用しておりま

す。 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

ａヘッジ会計の方法 

 同左 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

ａヘッジ会計の方法 

同左 

  ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  ｃヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っておりま

す。 

ｃヘッジ方針 

 同左 

ｃヘッジ方針 

同左 

  ｄヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略し

ております。 

ｄヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

ｄヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  （６）その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 課税事業者である当社及

びやさしい手エムシーエス

㈱については税抜方式によ

っておりますが、免税事業

者であるその他については

税込方式によっておりま

す。 

（６）その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 課税事業者である当社及

び㈱ＳＯＲＡについては税

抜方式によっております

が、免税事業者であるその

他については税込方式によ

っております。 

（６）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 課税事業者である当社及

びやさしい手エムシーエス

㈱については税抜方式によ

っておりますが、免税事業

者であるその他については

税込方式によっておりま

す。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値変動について

僅少なリスクしか負わない短期的

な投資であります。 

同左 同左 
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会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これによる損益への影響はありま

せん。 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ――― 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ――― 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 当連結会計年度より連結子会社であ

る株式会社やさしい手エムシーエスに

ついて、消費税等の会計処理を税抜処

理より税込処理へ変更いたしました。 

 この変更による影響は軽微でありま

す。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）を

適用しております。 

 これによる損益への影響はありま

せん。 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は971,659千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。    

 ――― 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

―――  (中間連結貸借対照表関係) 

  

 「のれん」は前中間連結会計期間末においては「連結調 

 整勘定」として「無形固定資産」に含めて表示しており 

 ましたが、当中間連結会計期間末より区分掲記しており 

 ます。なお、前中間連結会計期間末における「のれん」 

 相当額は29,580千円であります。 

   (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却額」 

 として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から 

「のれん償却額」として表示しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（平成18年８月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

8,631千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

20,375千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,848千円 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

貸倒引当金繰入額 188千円

給与手当 98,831千円

賞与引当金繰入額 5,951千円

支払手数料 42,360千円

貸倒引当金繰入額 39千円

給与手当 142,807千円

賞与引当金繰入額 8,406千円

支払手数料 49,989千円

のれん償却額 7,825千円 

貸倒引当金繰入額 156千円

給与手当 215,775千円

賞与引当金繰入額 7,471千円

支払手数料 68,733千円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

――― 

土地 28,450千円  車両運搬具 492千円   

――― ※３ 当中間会計年度末に保有している販売 

   用不動産のうち、時価が帳簿価額より 

   著しく下落しているものについては、 

   固定資産評価額に基づき、評価減を行 

   いました。 

 ――― 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

１．発行済株式に関する事項 

２．自己株式に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

     ３．新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

     ４．配当に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

     増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

           新株発行による増加   1,500株 

  

２．自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

     ３．新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

     ４．配当に関する事項 

       該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式         

   普通株式 14,300 ― ― 14,300 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

  普通株式 12,800 1,500 ― 14,300 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

 １．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 １．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 395,954千円

現金及び現金同等物 395,954千円

現金及び預金勘定 599,771千円

現金及び現金同等物 599,771千円

現金及び預金勘定 822,984千円

現金及び現金同等物 822,984千円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 46,063 15,063 31,000 

ソフトウェア 28,575 8,883 19,692 

合計 74,639 23,947 50,692 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 92,846 26,649 66,196

ソフトウェア 30,577 15,065 15,511

合計 123,424 41,715 81,708

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具備品 80,566 17,487 63,078

ソフトウェア 30,583 12,008 18,574

合計 111,149 29,496 81,653

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14,993千円

１年超 36,446千円

合計 51,440千円

１年内 24,664千円

１年超 58,184千円

合計 82,848千円

１年内 22,197千円

１年超 60,615千円

合計 82,813千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 7,147千円

減価償却費相当額 6,838千円

支払利息相当額 427千円

支払リース料 12,868千円

減価償却費相当額 12,219千円

支払利息相当額 916千円

支払リース料 16,077千円

減価償却費相当額 15,330千円

支払利息相当額 1,069千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってお

ります。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

その他有価証券で時価のあるもの 

区分 

前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（平成18年８月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間連結決
算日におけ
る中間連結
貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間連結決
算日におけ
る中間連結
貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結決算日
における連
結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 153,794 164,532 10,737 160,388 156,180 △4,208 124,876 127,022 2,145 

合計 153,794 164,532 10,737 160,388 156,180 △4,208 124,876 127,022 2,145 
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（デリバティブ取引関係） 

取引の時価等に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っ

ていますが、ヘッジ会計を適用し

ているので注記の対象から除いて

おります。 

同左 同左 
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（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   該当事項はありません。 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

       該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役  ８名 

当社監査役  ３名 

当社従業員  12名 

子会社取締役 ５名 

ストック・オプション数 普通株式   128株 

付与日 平成18年１月23日 

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間  平成19年８月23日から平成27年８月22日まで 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

   
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）   

前連結会計年度末   ― 

付与   128 

失効   ― 

権利確定   ― 

未確定残   128 

権利確定後 （株） ― 

前連結会計年度末   ― 

権利確定   ― 

権利行使   ― 

失効   ― 

未行使残   ― 

   
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 150,000 

行使時平均株価 （円） ― 

公正な評価単価（付与日） （円） ― 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日） 

当社及び関連会社の事業は、介護事業並びにこれらに付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対

象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成18年9月1日 至平成19年2月28日） 

  

      前連結会計年度（自平成17年9月1日 至平成18年8月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

       事業の種類及び性質等を考慮して区分しております。      

       事業区分の方法については、従来、「介護事業」の単一事業でありましたが、前連結会計年度より、不動 

      産等の販売を開始したため、「その他事業」を事業区分として追加しております。 

２ 各事業区分の主な内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
介護事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 

  

   売上高 

         

(1）外部顧客に対する売上高 3,510,961 146,000 3,656,961 － 3,656,961 

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 3,510,961 146,000 3,656,961 － 3,656,961 

   営業費用 3,299,680 143,180 3,442,861 226,731 3,669,592 

   営業利益（又は営業損失） 211,281 2,819 214,100 △226,731 △12,631 

 
介護事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 

  

   売上高 

         

(1）外部顧客に対する売上高 5,263,308 189,654 5,452,963 － 5,452,963 

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 5,263,308 189,654 5,452,963 － 5,452,963 

   営業費用 4,858,680 173,833 5,032,514 154,442 5,186,956 

   営業利益（又は営業損失） 404,628 15,820 420,449 △154,442 266,006 

事業区分 主要製品 

 介護事業 介護施設の運営・管理  

その他事業  不動産等の販売、人材紹介・派遣 

  
当中間連結 
会計期間 
（千円） 

前連結会計年度
（千円） 

主な内容 

 消去又は全社の項目 

 に含めた配賦不能営 

 業費用 

226,731 154,442 
 総務・経理部門等の管理部門に係る費用 

 であります。 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成18年9月1日 至平成19年2月28日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成17年9月1日 至平成18年8月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日） 

当中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成18年9月1日 至平成19年2月28日） 

当中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成17年9月1日 至平成18年8月31日） 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   ２ １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当 

     期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 39,712.85円

１株当たり中間純利益

金額 
7,543.58円

１株当たり純資産額 46,810.98円

１株当たり中間純損失

金額 
20,753.57円

    

１株当たり純資産額 67,948.24円

１株当たり当期純利益

金額 
14,447.03円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
14,405.52円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失を計上しているため、記載して

おりません。 

 

 
前中間連結会計年度末 
(平成18年２月28日) 

当中間連結会計年度末 
(平成19年２月28日) 

前連結会計年度末 
(平成18年８月31日) 

 連結貸借対照表の純資産の合計額

（千円） 
－ 717,885 1,040,704 

 普通株式に係る純資産額（千円） － 669,396 971,659 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

と１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式に係る中間連結会計年度

末の純資産額との差額（千円） 

－ 48,488 69,044 

 （うち、少数株主持分（千円））        （－） (48,488) (69,044) 

 普通株主の発行済み株式数（株） － 14,300 14,300 

 普通株式の自己株式数（株） － － － 

 １株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（株） 
－ 14,300 14,300 
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前中間連結会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日)

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（千円） 
96,557 △296,776 185,514 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△） 

（千円） 

96,557 △296,776 185,514 

普通株式の期中平均株式数（株） 12,800 14,300 12,841 

 普通株式増加数（株） 

（新株予約権） 
－ － 37 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数128個） 

  

―――     ――― 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 ────── １．有限会社ＤＡＲＩＹＡの株式取得

について 

 当社は平成19年２月28日開催の

取締役会において、有限会社ＤＡ

ＲＩＹＡの発行済株式を同社の株

主である佐藤万紀子氏より取得し

完全子会社化することを決議いた

しました。 

 ────── 

   （１）株式の取得等の理由 

 有限会社ＤＡＲＩＹＡは、当社

の基幹事業である認知症対応型共

同生活介護事業所（グループホー

ム）を運営しており、当社グルー

プの運営するエリアとも重複し、

管理効率も良いため、全株式を取

得し、運営することとなりまし

た。 

  

    （２）株式の取得等の概要 

 （平成19年３月１日現在） 

（ａ）商号  

   有限会社ＤＡＲＩＹＡ 

（ｂ）代表者 

      齊藤正行（当社取締役） 

（ｃ）所在地  

      札幌市手稲区星置三条９丁

    目 

      ８番11号 

（ｄ）設立年月日  

   平成17年10月17日 

（ｅ）資本金 

      300万円 

 (ｆ）取得日 

     平成19年３月１日 

（ｇ）取得株式数 

   60株 

（ｈ）取得価額 

   9,400千円 

（i ）取得後の持分比率 

   100％ 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

    ２．メディカル・ケア・サービス福

岡株式会社とメディカル・ケア・

サービス九州株式会社の合併につ

いて 

 当社は平成19年2月19日開催の取

締役会及び平成19年3月22日開催

の連結子会社メディカル・ケア・

サービス福岡株式会社とメディカ

ル・ケア・サービス九州株式会社

の株主総会において平成19年5月

31日を合併期日として両社を合併

することを決議いたしました。 

（１）合併の目的 

 同じ九州地区において介護施設

を運営する連結子会社2社の経営

を統合することにより経営の合理

化を図る。 

（２）合併の要旨 

（ａ）合併の効力発生日 

   平成19年5月31日（予定） 

（ｂ）合併方式 

 メディカル・ケア・サービス福

岡株式会社を存続会社とする吸収

合併方式で、メディカル・ケア・

サービス九州株式会社は解散いた

します。ただし、存続会社の資本

金は従来と変更なく、1,000万円

とし、商号はメディカル・ケア・

サービス九州株式会社へ変更いた

します。 

（ｃ）合併比率 

 合併当事会社はいずれも当社の

100％子会社であるため、合併比

率の取り決めはありません。 

（３）合併当事会社の概要 

①存続会社 

（ａ）商号 

     メディカル・ケア・サー 

      ビス福岡株式会社 

（ｂ）設立年月日 

     平成15年2月3日 

（ｃ）所在地 

      福岡市東区筥松新町3番地3

（ｄ）代表者 

      髙橋英司 

（ｅ）事業目的 

      認知症対応型共同生活介護

   （グループホーム）の運営他

（ｆ）資本金 

      1,000万円 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

    （ｇ）決算期 

      8月31日  

（ｈ）出資構成 

      当社100％ 

②消滅会社 

（ａ）商号 

     メディカル・ケア・サービス

      九州株式会社 

（ｂ）設立年月日 

     平成14年8月13日 

（ｃ）所在地 

      熊本市花立6丁目16番140号 

（ｄ）代表者 

      髙橋英司 

（ｅ）事業目的 

      認知症対応型共同生活介護 

   （グループホーム）の運営他 

（ｆ）資本金 

      4,000万円 

（ｇ）決算期 

      8月31日 

（ｈ）出資構成 

      当社100％ 

 （４）合併後の状況 

（ａ）商号 

     メディカル・ケア・サービス

      福岡株式会社 

（ｂ）設立年月日 

     平成15年2月3日 

（ｃ）所在地 

      福岡市東区筥松新町3番地3 

（ｄ）代表者 

      髙橋英司 

（ｅ）事業目的 

      認知症対応型共同生活介護 

   （グループホーム）の運営他 

（ｆ）資本金 

      1,000万円 

（ｇ）決算期 

      8月31日 

（ｈ）出資構成 

      当社100％ 

  （５）業績に与える影響 

   当合併は、当社100％出資の連結 

 子会社同士の合併であるため、連結

 及び個別業績に与える影響はありま

 せん。 
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(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    283,805 456,025    711,673

２．売掛金 ※１   355,837 636,133    556,778

３．商品    1,320 1,737    2,009

４．貯蔵品    5,449 7,490    11,663

５．販売用不動産    － 17,461    －

６．未収入金    134,785 7,011    －

７．立替金 ※１   296,523 417,975    391,033

８．その他     133,717     85,355     115,234   

貸倒引当金    △234 △128    △155

流動資産合計    1,211,204 59.9 1,629,061 64.7   1,788,238 69.9

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※２   35,407 1.7 40,167 1.6   40,371 1.6

２．無形固定資産     1,570 0.1   3,264 0.1   1,570 0.0 

３．投資その他の資産       

（１）投資有価証券    164,532 156,180    127,022

（２）関係会社株式    359,500 413,500    329,500

（３）差入保証金     248,006     266,193     265,181   

（４）その他    2,443 7,871    7,962

投資その他の資産合計    774,481 38.3 843,746 33.6   729,666 28.5

固定資産合計    811,458 40.1 887,178 35.3   771,608 30.1

資産合計    2,022,663 100.0 2,516,239 100.0   2,559,846 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金   8,690 10,730    10,116

２．短期借入金     500,000     808,000     500,000   

３．一年内返済予定の長期借
入金 

  167,302 189,072    172,512

４．未払金   132,725 162,217    174,798

５．賞与引当金   24,947 31,486    26,371

６．その他 ※３   39,422 41,924    64,408

流動負債合計   873,087 43.2 1,243,430 49.4   948,205 37.1

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金   499,370 358,918    413,114

２．退職給付引当金   14,577 24,181    18,151

３．長期預り金     －     154,516     121,340   

４. その他   4,338 －    866

固定負債合計   518,285 25.6 537,615 21.4   553,472 21.6

負債合計   1,391,373 68.8 1,781,046 70.8   1,501,678 58.7

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金   680,000 33.6 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金 200,000 200,000 － －  － －

資本剰余金合計   200,000 9.9 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．中間（当期）未処理損失 255,109 255,109 － －  － －

利益剰余金合計     △255,109 △12.6 － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   6,399 0.3 － －   － －

資本合計   631,290 31.2 － －   － －

負債・資本合計   2,022,663 100.0 － －   － － 
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前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 869,750 34.6   869,750 34.0

２．資本剰余金                     

  資本準備金  － 389,750  389,750 

資本剰余金合計    － － 389,750 15.5   389,750 15.2

３．利益剰余金       

  その他利益剰余金       

繰越利益剰余金  － △520,098  △202,610 

  利益剰余金合計    － －   △520,098 △20.7   △202,610 △7.9

株主資本合計    － － 739,401 29.4   1,056,889 41.3

Ⅱ 評価・換算差額等       

  その他有価証券評価差額
金 

   － － △4,208 △0.2   1,278 0.0

評価・換算差額等合計     － －   △4,208 △0.2   1,278 0.0 

純資産合計     － －   735,193 29.2   1,058,168 41.3 

負債純資産合計     － －   2,516,239 100.0   2,559,846 100.0 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高                     

 １．介護事業売上高 1,274,069     1,610,247   2,855,080   

 ２．その他事業売上高 － 1,274,069 100.0 146,000 1,756,247 100.0 189,654 3,044,735 100.0 

Ⅱ 売上原価         

１．介護事業売上原価    1,001,344     1,347,270     2,203,686     

２．その他事業売上原価  － 1,001,344 78.6 125,198 1,472,468 83.8 170,000 2,373,686 78.0

売上総利益   272,725 21.4 283,778 16.2   671,048 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   256,374 20.1 320,873 18.3   514,714 16.9

営業利益又は営業損失 
（△） 

  16,351 1.3 △37,094 △2.1   156,334 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   26,289 2.0   11,740 0.6   36,205 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   15,861 1.2 14,539 0.8   55,854 1.8

経常利益又は 
経常損失（△） 

    26,779 2.1   △39,893 △2.3   136,685 4.5 

Ⅵ 特別利益 ※３   28,450 2.2 519 0.0   58,190 1.9

Ⅶ 特別損失 ※４   11,003 0.8 271,418 15.4   39,920 1.3

税引前中間（当期）純利
益又は税引前中間純損失
（△） 

  44,226 3.5 △310,792 △17.7   154,954 5.1

法人税、住民税及び事業
税 

2,627 9,400 18,717 

法人税等調整額   △40,613 △37,985 3.0 △2,704 6,696 0.4 1,526 20,243 0.7 

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△） 

  82,212 6.5 △317,488 △18.1   134,711 4.4

前期繰越損失   337,322 －   － －

中間（当期）未処理損失   255,109 －   － －
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③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 

株主資本 
評価・換算 

差額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 資本準備金 
資本剰余金

合計 
繰越利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

869,750 389,750 389,750 △202,610 △202,610 1,056,889 1,278 1,058,168

中間会計期間中の変動額                 

中間純損失（△）       △317,488 △317,488 △317,488   △317,488 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

    △5,486 △5,486

中間会計期間中の変動額合
計 
（千円） 

－ － － △317,488 △317,488 △317,488 △5,486 △322,974

平成19年２月28日 残高 
（千円） 

869,750 389,750 389,750 △520,098 △520,098 739,401 △4,208 735,193

 

株主資本 
評価・換算 

差額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 資本準備金 
資本剰余金

合計 
繰越利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

平成17年８月31日 残高 
（千円） 

680,000 200,000 200,000 △337,322 △337,322 542,677 △6,844 535,833

事業年度中の変動額       

新株の発行 189,750 189,750 189,750 379,500   379,500

当期純利益   134,711 134,711 134,711   134,711

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

            8,123 8,123 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

189,750 189,750 189,750 134,711 134,711 514,211 8,123 522,334

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

869,750 389,750 389,750 △202,610 △202,610 1,056,889 1,278 1,058,168 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

ａ子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

ａ子会社株式及び関連会社株式 

同左 

ａ子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ｂその他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

ｂその他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

ｂその他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

ａ商品 

最終仕入原価法 

ａ商品 

同左 

ａ商品 

同左 

  ｂ貯蔵品 

最終仕入原価法 

ｂ貯蔵品 

同左 

ｂ貯蔵品 

同左 

  ――― 

  

ｃ販売用不動産 

個別法による原価法 

――― 

  

３．固定資産の減価償却の方

法 

（１）有形固定資産…定率法 

 ただし、建物（附属設備

を除く）は定額法によって

おります。 

（１）有形固定資産…同左 

  

（１）有形固定資産…同左 

   尚、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     3年～24年 

構築物       20年 

車両運搬具    2～4年 

工具器具備品 4年～20年 

同左 

  

  

  

  

 尚、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     3年～24年 

構築物       20年 

車両運搬具     2年 

工具器具備品 4年～20年 

  （２）長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

（２）長期前払費用 

 同左 

（２）長期前払費用 

同左 

 ４．繰延資産の処理方法 ――― 

  

――― 

  

    株式交付費 

 全額支出時の費用として

計上しております。  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当中間会計期

間に見合う分を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

 同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当事業年度に

見合う分を計上しておりま

す。 

  (3) 退職給付引当金 

 当社において、従業員の退

職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務

（自己都合退職による期末要

支給額の100％)の見込額に基

づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（４年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込み額に基

づき計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

  （追加情報） 

 退職給付債務等の算定につ

いては、従来簡便法を採用し

ており支給要件を満たす者が

おりませんでしたが、従業員

の増加のため、当中間会計期

間から原則法を採用しており

ます。この結果、従来の方法

によった場合と比べ売上原価

が2,669千円増加するととも

に、売上総利益が同額減少

し、販売費及び一般管理費が

904千円増加し、営業利益、

経常利益はそれぞれ3,574千

円減少しております。 

 又、当中間会計期間の期首

において退職給付債務の簡便

法と原則法の差額11,003千円

を特別損失に計上し、税引前

中間純利益が14,577千円減少

しております。 

――― 

  

  

（追加情報） 

 退職給付債務等の算定につ

いては、従来簡便法を採用し

ており支給要件を満たす者が

おりませんでしたが、従業員

の増加のため、当事業年度か

ら原則法を採用しておりま

す。この結果、従来の方法に

よった場合と比べ売上原価が

5,340千円増加するとともに、

売上総利益が同額減少し、販

売費及び一般管理費が1,808千

円増加し、営業利益、経常利

益はそれぞれ7,148千円減少し

ております。 

 又、当事業年度の期首にお

いて退職給付債務の簡便法と

原則法の差額11,003千円を特

別損失に計上し、税引前当期

純利益が18,151千円減少して

おります。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左 同左 

７．ヘッジ会計の方法 ａヘッジ会計の方法 

当社の利用する金利スワップ

については特例処理の要件を

満たしているので、特例処理

を採用しております。 

ａヘッジ会計の方法 

同左 

ａヘッジ会計の方法 

同左 

  ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  ｃヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取

引を行っております。 

ｃヘッジ方針 

同左 

ｃヘッジ方針 

同左 

  ｄヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効

性の判定を省略しておりま

す。 

ｄヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ｄヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）を

適用しております。 

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  

――― 

  

 ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――― 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第6号）を適用し

ております。 

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,058,168千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前事業年度 
（平成18年８月31日） 

 ※１       ――― 
  
  
   
  

  

 ※１     ―――
   
  
  
  

  

 ※１ （関係会社に対する資産及び負債） 
    区分掲記されたもの以外で各科目に含 
  まれているものは、次のとおりでありま 
  す。 
     売掛金       105,294千円 
     立替金       358,090千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,219千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

16,995千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,924千円 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため

流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３       ――― 
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2千円

有価証券売却益 25,455千円

受取利息 4,618千円

補助金収入 4,192千円

受取利息 1,305千円

有価証券売却益 25,455千円

補助金収入 6,455千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 9,524千円

株式上場費用 6,337千円

支払利息 11,614千円 支払利息 20,268千円

株式上場費用 26,849千円

株式交付費 5,743千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

有形固定資産売却益  

土地 28,450千円

 

有形固定資産売却益  

車輌運搬具 492千円

 

有形固定資産売却益  

土地 28,190千円

関係会社株式売却益 30,000千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

退職給付費用 11,003千円 リース解約損 1,909千円

販売用不動産評価損 269,509千円

退職給付費用 11,003千円

投資有価証券評価損 28,917千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,530千円 有形固定資産 5,564千円

無形固定資産 95千円

有形固定資産 8,235千円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 46,063 15,063 31,000 

ソフトウェア 28,575 8,883 19,692 

合計 74,639 23,947 50,692 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 92,846 26,649 66,196

ソフトウェア 30,577 15,065 15,511

合計 123,424 41,715 81,708

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具備品 80,566 17,487 63,078

ソフトウェア 30,583 12,008 18,574

合計 111,149 29,496 81,653

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14,993千円

１年超 36,446千円

合計 51,440千円

１年内 24,664千円

１年超 58,184千円

合計 82,848千円

１年内 22,197千円

１年超 60,615千円

合計 82,813千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 7,147千円

減価償却費相当額 6,838千円

支払利息相当額 427千円

支払リース料 12,868千円

減価償却費相当額 12,219千円

支払利息相当額 916千円

支払リース料 16,077千円

減価償却費相当額 15,330千円

支払利息相当額 1,069千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってお

ります。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

(減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日）、当中間会計期間（自平成18年9月1日 至平成19年2

月28日）及び前事業年度（自平成17年9月1日 至平成18年8月31日）における子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

  （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２ １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純 

     利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 49,319.55円

１株当たり中間純利益

金額 
6,422.86円

１株当たり純資産額 51,412.11円

１株当たり中間純損失

金額 
22,201.97円

    

１株当たり純資産額 73,997.77円

１株当たり当期純利益

金額 
10,490.74円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
10,460.60円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、中間純損失

を計上しているため、記載しておりま

せん。 

 

 
前中間会計期間末 

(平成18年２月28日) 
当中間会計期間末 

(平成19年２月28日) 
前事業年度末 

(平成18年８月31日) 

 貸借対照表の純資産の合計額 

（千円） 
－ 735,193 1,058,168 

 普通株式に係る純資産額（千円） － 735,193 1,058,168 

貸借対照表の純資産の部の合計額と１

株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式に係る中間会計期間末の純資

産額との差額（千円） 

－ － － 

 普通株主の発行済み株式数（株） － 14,300 14,300 

 普通株式の自己株式数（株） － － － 

 １株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（株） 
－ 14,300 14,300 
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前中間会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日)

当中間会計期間 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日)

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（千円） 
82,212 △317,488 134,711 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は

中間純損失（△） 

（千円） 

82,212 △317,488 134,711 

普通株式の期中平均株式数（株） 12,800 14,300 12,841 

潜在株式調整後の１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いた普通株式増

加数（株）（新株予約権） 

－ － 37 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数128

個） 

  

――― 

  

  

――― 

2007/05/26 2:39:48メディカル・ケア・サービス株式会社/半期報告書/2007-02-28



（重要な後発事象） 

      前中間連結会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

      該当事項はありません。  

  

      当中間連結会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

      該当事項はありません。  

  

      前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

      該当事項はありません。 
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(2）【その他】 

該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日）平成18年11月27日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年７月２１日

メディカル・ケア・サービス株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 茂喜  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 櫻井 均   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメデ

ィカル・ケア・サービス株式会社の平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、メディカル・ケア・サービス株式会社及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年５月28日 

メディカル・ケア・サービス株式会社  

  取締役会 御中      

  公認会計士 髙田直史事務所 

      公認会計士 髙田 直史 ㊞ 

  公認会計士 岡田育大事務所 

      公認会計士 岡田 育大 ㊞ 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメディカ

ル・ケア・サービス株式会社の平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年９月１日から平成19年２月28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準

拠して、メディカル・ケア・サービス株式会社及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年７月２１日

メディカル・ケア・サービス株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 茂喜  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 櫻井 均   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメデ

ィカル・ケア・サービス株式会社の平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの第７期事業年度の中間会計期間

（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、メディカル・ケア・サービス株式会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年５月28日 

メディカル・ケア・サービス株式会社  

  取締役会 御中      

  公認会計士 髙田直史事務所 

      公認会計士 髙田 直史 ㊞ 

  公認会計士 岡田育大事務所 

      公認会計士 岡田 育大 ㊞ 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメディカ

ル・ケア・サービス株式会社の平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成18年

９月１日から平成19年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

メディカル・ケア・サービス株式会社の平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年９月１日から平成19年２月28日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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